
別表１

委任権限条項 委任権限の具体的内容
※ 【自然環境】の特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律及び同施行規則に規
定する権限については、平成１８年１月４日から委任する。

※※委任権限には、一定の場合／要件に限定して委任するもの、環境大臣が自ら行うことを妨げないとし
ているものを含む。正確には、（委任権限を列挙した法令の規定）を参照。

10① 一般廃棄物の輸出確認

15-4-6①
(10①準用)

産業廃棄物の輸出確認

15-4-4①④ 廃棄物の輸入許可及び許可条件の付与

18②、19② 廃棄物を輸入又は輸出しようとする又はした者に対する報告徴収及び立入検査

19-5① 産業廃棄物を輸入した者に対する措置命令

19-6① 産業廃棄物を排出した事業者に対する措置命令

19-8①～④ 産業廃棄物を輸入した者に対する行政代執行

24-3① 緊急時における報告徴収及び立入検査

７ 輸出移動書類に係る届出の受理
12①② 輸入移動書類に係る届出の受理
15、16①② 特定有害廃棄物等の排出者等に対する報告徴収及び立入検査

17、18 緊急時における事業者等に対する報告徴収及び立入検査等

5 事業者に対する指導及び助言

10-3① 第一種特定事業者からの中長期計画の受理

11 第一種特定事業者からの燃料等や電気の使用状況に関する報告書の受理

12①～④ 第一種特定事業者に対する合理化計画の作成等の指示及び指示に従わない場合の公表

12－３① 第二種特定事業者からの燃料等や電気の使用状況に関する報告書の受理

12-5 第二種特定事業者に対する勧告

25② 第一種・第二種エネルギー管理指定工場に対する報告徴収・立入検査

４② 公共下水道の事業計画に係る国土交通大臣の認可に際しての意見陳述

25-3③④ 流域下水道の事業計画に係る国土交通大臣の認可に際しての意見陳述

39② 公共下水道管理者等に対する報告徴収

39、40① 特定容器利用事業者等に対する報告徴収及び立入検査

■地方環境事務所長に委任する環境大臣権限（平成１７年１０月１日施行※）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第２０条）

委任権限の根拠法令

（委任権限を列挙した法令の規定）

＜凡例＞

【廃棄物・リサイクル】

下水道法（昭和３３年法律第７９号）

（下水道法第４０条第２項の規定により地方環境事務所長に委任する権限を定める省令）

特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（平成４年法律第１０８号）

（特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律第２０条第２項の規定により地方環境事務所長に委任する権限を定
める省令）

（ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法施行規則第１１条）

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（平成１３年法律第６５号）

エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号）

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行令第１５条第２項）

容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第１１２号）

（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律施行令第９条第５項）

特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号）

（特定家庭用機器再商品化法施行令第７条第２項）

1 / 8 ページ



52、53① 小売業者等に対する報告徴収及び立入検査

10①②⑤⑥ 再生利用事業者の登録

11② 登録の更新

14①② 再生利用事業に係る料金の届出の受理等

16①② 登録再生利用事業者の登録の取消し

23①② 食品関連事業者等に対する報告徴収及び立入検査

130③、131② 自動車製造業者等に対する報告徴収及び立入検査

26① 緊急時における報告徴収及び立入検査

28① 関係地方公共団体の長に対する資料の提出の要求等

24① 関係地方公共団体の長に対する資料の提出の要求等

22①② 緊急時における報告徴収及び立入検査

24① 関係地方公共団体の長に対する資料の提出の要求等

12-6② 緊急時における指定物質排出者に対する報告徴収

18① 緊急時における報告徴収及び立入検査

22① 関係地方公共団体の長に対する資料の提出の要求等

３①、10②、
13、15①、17

指定調査機関の指定等

14③、16 指定調査機関に対する改善命令及び適合命令

19 指定調査機関の指定の取消し

29① 緊急時における報告徴収及び立入検査

29③ 指定調査機関に対する報告徴収及び立入検査

31① 関係地方公共団体の長に対する資料の提出の要求等

13① 農用地への立入調査等

14① 関係行政機関の長等に対する資料の提供の要求等

34① 緊急時における報告徴収及び立入検査

36① 関係地方公共団体の長に対する資料の提出の要求等

大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）

食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成１２年法律第１１６号）

（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律施行令第７条第２項）

使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成１４年法律第８７号）

（使用済自動車の再資源化等に関する法律施行令第２１条第２項）

（大気汚染防止法施行規則第２０条）

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平成４年法
律第７０号）

（自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法施行令第９
条第１項）

水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）

（水質汚濁防止法施行規則第１２条）

瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号）

（瀬戸内海環境保全特別措置法施行規則第１１条）

特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に関する特別措置法（平成６年法律第９号）

【公害・化学物質】

農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和４５年法律第１３９号）

（農薬取締法第１３条の４第２項の規定により地方環境事務所長に委任する権限を定める省令）

（農用地の土壌の汚染防止等に関する法律第１６条の２第２項の規定により地方環境事務所長に委任する権限を定める
省令）

ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号）

（ダイオキシン類対策特別措置法施行規則第１７条）

農薬取締法（昭和２３年法律第８２号）

（特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に関する特別措置法施行規則第１７条）

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号）

（土壌汚染対策法に基づく指定調査機関及び指定支援法人に関する省令第８条）
（土壌汚染対策法施行規則第３８条）

2 / 8 ページ



13①③ 製造業者等に対する報告徴収及び立入検査

32① 中間物の製造の確認を受けた者等に対する報告徴収

33① 中間物の製造の確認を受けた者等に対する立入検査、質問及び化学物質の収去

17③ 原生自然環境保全地域内における非常災害応急措置の届出の受理

20 原生自然環境保全地域内における開発行為の許可を受けた者に対する報告徴収

21② 原生自然環境保全地域内における国の機関等が行った非常災害応急措置の通知の受理

24② 自然環境保全地域に関する地方公共団体による保全事業執行に係る同意

25④⑤ 自然環境保全地域特別地区内における開発行為の許可等

25⑦ 自然環境保全地域特別地区内における非常災害応急措置の届出の受理

25⑨ 自然環境保全地域特別地区内における既着手行為の届出の受理

26③六、④ 自然環境保全地域野生動植物保護地区内における野生動植物の捕獲等の許可等

27③④ 自然環境保全地域海中特別地区内における開発行為の許可等

27⑥ 自然環境保全地域海中特別地区内における非常災害応急措置の届出の受理

27⑧ 自然環境保全地域海中特別地区内における既着手行為の届出の受理

28① 自然環境保全地域普通地区内における届出がなされた開発行為に係る届出の受理

28② 自然環境保全地域普通地区内における開発行為に係る届出者に対する措置命令

28③ 自然環境保全地域普通地区内における開発行為の着手制限期間の延長

28⑤ 自然環境保全地域普通地区内における開発行為の着手制限期間の短縮

29① 自然環境保全地域内における開発行為の許可を受けた者等に対する報告徴収及び立入検査等

30 自然環境保全地域内で違反行為をした者に対する中止命令

30 自然環境保全地域内で違反行為をした者に対する原状回復、代替措置命令

30 自然環境保全地域内における国の機関等が行う開発行為等に係る協議等

31①②
自然環境保全地域の指定・拡張、保全計画の決定、保全事業の執行に係る実地調査の為の立入、
支障木の除去等、土地所有者への通知、意見提出機会の付与

44② 自然環境保全地域に関する国の機関（環境省を除く）保全事業執行に係る協議

3八 原生自然環境保全地域内における国等の試験研究機関が行う病害虫等の捕獲等の通知の受理

19三ニ、ハ
自然環境保全地域特別地域内における国等の試験研究機関、大学が行う鉱物掘採、土砂採取の届
出又は通知の受理

19八リ 自然環境保全地域特別地域内における国等の試験研究機関が行う車馬等の使用等の通知の受理

21三イ、ロ
自然環境保全地域野生動植物保護地区内における国等の試験研究機関、大学が行う動植物の捕
獲等の届出又は通知の受理

25六、七
自然環境保全地域海中特別地区における国等の試験研究機関、大学が行う指定動植物の捕獲等
の届出又は通知の受理

13③ 国立公園特別地域内における開発行為の許可

13⑥ 国立公園特別地域内における既着手行為等に係る届出の受理

13⑦ 国立公園特別地域内における非常災害時の行為に係る届出の受理

13⑧ 国立公園特別地域内における木竹の植栽・家畜の放牧の届出の受理

14③ 国立公園特別保護地区内における開発行為の許可

14⑥ 国立公園特別保護地区内における既着手行為等に係る届出の受理

14⑦ 国立公園特別保護地区内における非常災害時の行為に係る届出の受理

15③六 国立公園利用調整地区内における立入りの許可

16① 国立公園利用調整地区内における立入りの認定

16② 国立公園利用調整地区内における立入りの認定の申請の受理

自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）

（自然公園法施行規則第２０条）

自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）

（自然環境保全法施行規則第３７条）

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（昭和４８年法律第１１７号）

（化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律第３９条の２の規定により地方環境事務所長に委任する権限を定める
省令）

【自然環境】

（自然環境保全法施行規則第３７条）

自然環境保全法施行規則（昭和４８年総理府令第６２号）
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16④ 国立公園利用調整地区内の立入認定証の交付

16⑤ 国立公園利用調整地区内の立入認定証の再交付（亡失・滅失の場合）

19⑤ 指定認定機関の認定関係事務の実施（指定認定機関が実施できない場合）

22① 指定認定機関に対する報告徴収及び立入検査

24③ 国立公園海中公園地区内における開発行為の許可

24⑥ 国立公園海中公園地区内における既着手行為等に係る届出の受理

24⑦ 国立公園海中公園地区内における非常災害時の行為に係る届出の受理

25 国立公園各種地域内における開発行為の許可、立入の許可に伴う条件の付与

26① 国立公園普通地域内における開発行為に係る届出の受理

26② 国立公園普通地域内における開発行為に係る措置命令

26④ 国立公園普通地域内における開発行為に係る措置命令ができる期間の延長

26④ 国立公園普通地域内における開発行為に係る措置命令ができる期間を延長する旨等の通知

26⑥ 26①の届出から行為着手までの期間の短縮

27① 違反行為をした者に対する中止命令・原状回復命令等

27② 違反行為者に代わって行う原状回復措置

27② 違反行為者に代わって行う原状回復措置に係る公告

28① 開発行為の許可を受けた者・行為制限等を命じられた者等に対する報告徴収

28② 国立公園特別地域内における開発行為の許可等に係る立入検査

50① 実地調査を職員に行わせること

50② 実地調査に当たっての通知及び意見聴取

55③ 環境大臣以外の国の機関による国立公園の公園事業の執行に係る協議への同意

56① 国の機関による国立公園特別地域内等における開発行為等に係る協議への同意

56③ 国の機関による国立公園普通地域内における開発行為等に係る通知の受理

56④ （56③の場合）国立公園普通地域内における開発行為等に係る協議の求め

４② 国立公園事業の執行認可に係る施設の供用開始の期日の延期

５前段 国立公園事業の管理又は経営方法の届出の受理

５後段 国立公園事業の管理又は経営方法の変更の届出の受理

６① 国立公園事業に係る施設の変更等の承認

６②（４準用） 変更承認を受けた場合の供用開始期日の延期

７ 国立公園事業の休止の承認

８① 国立公園事業者たる地位の承継の承認等

9 条件の付与

11 国立公園事業者たる地位の承継の届出の受理

12① 国立公園事業者に対する報告徴収及び立入検査

16（４②準用） 国立公園事業の執行認可に係る施設の供用開始の期日の延期

16
（５前段準用）

国立公園事業の管理又は経営方法の届出の受理

16
（５後段準用）

国立公園事業の管理又は経営方法の変更の届出の受理

16（６①準用） 国立公園事業に係る施設の変更等の同意

16（６②準用） 変更承認を受けた場合の供用開始期日の延期

16（７準用） 国立公園事業の休止・廃止の届出の受理

16（８①準用） 国立公園事業者たる地位の承継の届出の受理

16（11準用） 国立公園事業者たる地位の承継の届出の受理

16（12①準用） 国立公園事業者に対する報告徴収及び立入検査

附④ 都道府県知事による事務の内容の報告の受理

10④ 許可申請に係る行為の影響の有無を確認する書類の提出要求

13の6② 利用調整地区の利用者に対する説明

自然公園法施行令（昭和３２年政令第２９８号）

（自然公園法施行規則第２０条）

自然公園法施行規則（昭和３２年厚生省令第４１号）

（自然公園法施行規則第２０条）

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律（平成４年法律第７５号）

（絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行規則第４３条）
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８ 希少野生動植物種の個体等の所有者等に対する助言又は指導

10① 国内希少野生動植物種等の個体等の捕獲等の許可等

10② 国内希少野生動植物種等の個体等の捕獲等の許可等に係る申請受理

10④ 国内希少野生動植物種等の個体等の捕獲等の許可に対する条件の付与

10⑤ 許可証の交付

10⑥ 従事者証の交付

10⑦ 許可証又は従事者証の再交付

10⑩ 条件を付与する場合の農水大臣への協議

11① 捕獲等許可者に対する措置命令等

11② 捕獲等許可者に対する許可の取消し

11③ 措置命令、許可取消しを行う際の農水大臣への協議

18 陳列をしている者に対する措置命令

19①一二 希少野生動植物種の個体の陳列をしている者等に対する報告徴収及び立入検査

30① 特定国内種事業の届出の受理

30② 特定国内種事業の届出の受理

30③(30④準用
を含む。）

届出事項変更の届出

30⑤
（30③準用）

届出事項変更の届出

32① 特定国内種事業を行う者に対する指示

32② 特定国内種事業を行う者に対する業務停止命令

32③
（32①を準用）

特定国内種事業を行う者に対する指示

32③
（32②を準用）

特定国内種事業を行う者に対する業務停止命令

33① 特定国内種事業を行う者に対する報告徴収及び立入検査

33②
（33①を準用）

特定国内種事業を行う者に対する報告徴収及び立入検査

33-4① 特定国際種事業を行う者に対する指示

33-5
（33①準用）

特定国際種事業を行う者に対する報告徴収及び立入検査

35 土地の所有者等に対する助言又は指導

37④ 管理地区の区域内における開発行為の許可

37⑦ 許可に当たっての条件の付与

37⑧⑩ 管理地区の区域内における既着手行為等に係る届出の受理

38④三 立入制限地区の区域内の立入りの許可

38⑤
（37④準用）

立入制限地区の区域内の立入りの許可に係る申請受理

39① 監視地区の区域内における開発行為の届出の受理

39②③④ 監視地区の区域内における開発行為に係る措置命令等

39③④ 期間の決定と通知

39⑤ 国内希少種の保存に支障を及ぼすおそれがない旨の通知

40① 管理地区の区域内における開発行為の許可を受けた者等に対する指示

40② 違反行為者に対する措置命令

41① 管理地区の区域内における開発行為の許可を受けた者等に対する報告徴収

41② 管理地区の区域内における開発行為の許可を受けた者等に対する立入検査等

42① 実地調査

42② 実地調査の通知、意見の機会の付与

47④ 保護増殖事業を行う者に対する報告徴収

49 野生動植物の種の個体の生息の状況等の調査

54② 国内希少野生動植物種等の個体等の捕獲等に係る協議

54③ 国内希少野生動植物種等の個体等の捕獲等に係る通知の受理

1の2二 大学における教育又は学術研究のために捕獲等をすることの届出等の受理

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行規則（平成５年総理府令第９号）

（絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律施行規則第４３条）
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1の2四 行為に伴う個体の保護のための移動又は移植を目的とした当該個体の捕獲に係る届出の受理

3⑨ 許可証及び従事者証の返納の受理

3⑩ 捕獲等に係る個体の都道府県別の数量及び処置の概要の報告の受理

3⑪ 亡失した許可証又は従事者証を回復した場合の当該回復した許可証又は従事者証の返納の受理

25三ト 大学における教育又は学術研究のための鉱物又は土石の採取に係る届出の受理

36① 希少野生動植物種の保存に資すると認められる調査に係る届出の受理

37一イ 国又は地方公共団体の試験研究機関による試験研究のための捕獲等に係る届出の受理

37一ロ 傷病その他の理由により緊急に保護を要する個体の捕獲等をすることの通知の受理

37一ハ 文化財保護法等の規定により認定された物件の保存のため行為の届出の受理

37二ロ 国又は地方公共団体の試験研究機関による試験研究のための土石採取等に係る通知の受理

37二ハ(4) 国又は地方公共団体の試験研究機関による試験研究のための車馬使用等に係る通知の受理

37三ハ
国又は地方公共団体の試験研究機関による試験研究のための農林水産物に損害を与える病害虫
等の捕獲等に係る通知の受理

9① 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可

9② 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可の申請の受理

9④ 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可の有効期限の決定

9⑤ 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可に係る条件の付与

9⑦ 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可証の交付

9⑧ 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可を受けた法人からの従事者証の交付申請・交付

9⑨ 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可証の再交付（亡失・滅失の場合）

9⑪ 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可証の返納の受理

9⑫ 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の結果の報告の受理

10① 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可に係る措置命令

10② 鳥獣の捕獲等及び鳥類の卵の採取等の許可の取消

15④ 指定猟法禁止区域内における捕獲等の許可

15⑥ 指定猟法禁止区域内における捕獲等の許可に係る条件の付与

15⑦ 指定猟法許可証の再交付（亡失・滅失の場合）

15⑨ 指定猟法許可証の返納の受理

15⑩ 指定猟法禁止区域内における捕獲等の許可に係る違反行為者に対する措置命令

15⑪
（9④を準用）

指定猟法禁止区域内における捕獲等の許可の有効期限の決定

15⑪
（9⑦を準用）

指定猟法許可証の交付

15⑪
（10②を準用）

指定猟法禁止区域内における捕獲等の許可の取消

25① 適法捕獲等証明書の申請の受理・交付

25④ 適法捕獲等証明書の再交付（亡失・滅失の場合）

25⑤ 適法捕獲等証明書の返納の受理

25⑥ 適法捕獲等証明書の添付なく輸出した者に対する措置命令

25⑦ 適法捕獲等証明書の効力の取消し

29⑦ 国指定鳥獣保護区特別保護地区内における行為の許可

29⑧ 国指定鳥獣保護区特別保護地区内における行為の許可の申請の受理

29⑩ 国指定鳥獣保護区特別保護地区内における行為の許可に係る条件の付与

30① 国指定鳥獣保護区特別保護地区内における行為の許可を受けた者に対する実施方法の指示

30② 国指定鳥獣保護区特別保護地区内における違反行為者に対する原状回復命令・措置命令

30③ 原状回復等の措置を自ら行うこと

30③ 原状回復等を行う旨の公告

31① 実地調査のため職員を他人の土地に立ち入らせること

31② 実地調査前における土地の所有者・占有者への通知、意見提出の機会の付与

37① 危険猟法の許可

37② 危険猟法の許可の申請の受理

37④ 危険猟法の許可の有効期間の指定

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）

（鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則第８０条）
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37⑤ 危険猟法の許可に係る条件の付与

37⑥ 危険猟法許可証の交付

37⑦ 危険猟法許可証の再交付（亡失・滅失の場合）

37⑨ 危険猟法許可証の返納の受理

37⑩ 危険猟法に係る違反者に対する措置命令

37⑪ 危険猟法の許可の取消し

75① 鳥獣の捕獲等の許可を受けた者等に対する報告徴収

75② 国指定鳥獣保護区特別保護地区内における開発行為についての立入検査・立入調査

75③ 鳥獣の捕獲等の許可を受けた者等に対する立入検査等

7③ 資料提出の求め

７⑩ 住所等の変更の届出の受理

７⑪ 従事者証に記載された者の住所等の変更の届出の受理

７⑫ 許可証亡失の届出の受理

７⑬ 従事者証亡失の届出の受理

15③ 資料提出の求め

15⑥ 住所等の変更の届出の受理

15⑦ 指定猟法許可証亡失の届出の受理

26⑤ 住所等の変更の届出の受理

26⑥ 適法捕獲証明書亡失の届出の受理

38四リ 国等の試験研究機関又は大学等が試験研究・学術研究のために行う行為に係る通知の受理

39③ 資料提出の求め

46② 資料提出の求め

46⑤ 住所等の変更の届出の受理

46⑥ 危険猟法許可証亡失の届出の受理

30 報告徴収

31 立入検査

5① 特定外来生物の飼養等許可

5② 飼養等に係る許可に係る申請の受理

5④ 飼養等許可に係る条件の付与

6① 飼養等許可に係る措置命令

6② 飼養等許可の取消し

10① 飼養等許可を受けた者に対する報告徴収及び立入検査

13① 主務大臣等によるその職員の立入り、捕獲、伐採

13② 主務大臣等によるその職員の立入りに際しての聴聞

18① 地方公共団体の防除の確認

18② 国及び地方公共団体以外の者が行う防除の認定

18③ 主務大臣以外の者の防除の公示

19 主務大臣以外の者の防除に関する報告の徴収

20 地方公共団体が行う防除の中止の報告の受領

20 国及び地方公共団体以外の者が行う防除の中止の報告の受領

20② 中止の通知に伴う主務大臣以外の者が行う防除の認定の取消し

20③ 主務大臣以外の者が行う防除の認定の取消し

4③ 許可証の交付

4⑤ 許可書の再交付

4⑦ 許可証変更の事情届出受領

（遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律施行規則第４４条）

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律（平成１６年法律第７８号）

（特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律施行規則第３６条）

特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律施行規則（平成１７年農林水産省・環境省令第２号）

（特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律施行規則第３６条）

（鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則第８０条）

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（平成１５年法律第９７号）

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規則（平成１４年環境省令第２８号）
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4⑧ 許可書の亡失の届出受領

4⑨ 許可書の写しの申請受領

4⑩ 許可書の返納の受領

10 飼養等許可の失効の届出の受領

24② 地方公共団体による防除に関する事項の変更に係る連絡の受領

26② 国、地方公共団体以外の者による防除に関する事項の変更に係る連絡の受領

27-2①等 事業協同組合等の設立の認可等

民法第１編第３
章等

公益法人の設立の許可等

68等 公益信託の引受けの許可等

（公益法人に係る主務官庁の権限に属する事務の処理等に関する政令第２条第１項）

信託法（大正１１年法律第６２号）

（公益信託に係る主務官庁の権限に属する事務の処理等に関する政令第２条第１項）

中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）

（中小企業等協同組合法施行令第１５条第６号）

民法（明治２９年法律第８９号）、民法施行法（明治３１年法律第１１号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）、破産法
（平成１６年法律第７５号）

【その他】
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